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リスク分担表（案）（※） 

○ ：リスクが顕在化した場合に原則として負担する 
△ ：リスクが顕在化した場合に限定的に負担する 
空欄：原則として負担がない 

 

段階 リスク項目 
リスクの 

種類 
番号 リスクの内容 

負担者 
備考 

国 ＳＰＣ 

共通 入札関連リ

スク 
入札説明書

等リスク 
１ 

入札説明書等の国が本事業の

入札に関連して公表した文書

の誤り、又はそれらの内容の

変更による増加費用 

○  

ただし、本事業の事業契約

締結後に明らかとなったも

のに限る。 

  応札リスク 

２ 

応札時の入札書類作成等の、

応札に係る一切の費用 
 ○ 

なお、落札者決定後、契約

締結までに国の責めによら

ず契約締結ができなくなっ

た場合を含む。 
 制度関連 

リスク 
法令変更 
リスク 

３ 

本事業の維持管理・運営に特

別に若しくは類型的に影響を

及ぼす場合、又は前記以外の

維持管理・運営に影響を及ぼ

す法令等の変更により生じる

増加費用 

○  

ただし、本事業の継続に過

分の費用を要する場合は、

国は契約を解除できるもの

とする。 

   

４ 

上記の No.３に該当せず、施設

の維持管理・運営に影響を及

ぼす法令等の変更等であり、

これに伴うＳＰＣによる増加

費用の発生の防止手段を合理

的に期待できないと認められ

る場合の、法令変更又は新設

による増加費用 

○  

 

   

５ 

上記の No.３、４に該当しない

法令等の変更等による増加費

用  ○ 

ただし、本事業の遂行上重

大な支障があると認められ

る場合には、国及びＳＰＣ

は当該増加費用の負担につ

いて協議する。 
  税制変更 

リスク 

６ 

消費税及び地方消費税の税率

の変更による費用増減 

○  

国が支払う消費税及び地方

消費税については、予算措

置等必要な手続きを行った

上で増額分を支払う。減税

措置があった場合には減額

変更を行う。 
   

７ 
上記以外の税制変更・新設に

よる費用増加  ○ 
 

  許認可の取

得等 
８ 

国が取得すべき許認可の遅延

から生じた増加費用 
○  

 

   

９ 

維持管理・運営業務の実施に

関してＳＰＣが取得すべき許

認可の遅延から生じた増加費

用 

 ○ 

 

 社会リスク 住民等の要

望活動 
10 

国の提示条件や本事業の実施

そのものに関する地域住民等

の要望活動・訴訟に起因する

費用増加 

○  

 

   

11 

ＳＰＣによる本事業の実施に

関して生じた近隣住民等の要

望活動・訴訟に起因する増加

費用 

 

○ 
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段階 リスク項目 
リスクの 

種類 
番号 リスクの内容 

負担者 
備考 

国 ＳＰＣ 

  環境の保全 

12 

ＳＰＣが行う維持管理・運営

業務に起因する環境問題（騒

音、振動、臭気、有害物質の

排出等）への対応の実施に係

る責任及び費用 

 ○ 

 

 経済リスク 資金調達 
13 

本事業の実施に関する費用の

ＳＰＣの資金調達に関する責

任 

 
 

○ 
金利変動に関するリスクも

含む。 

 債務不履行

リスク 
事業の中止

延期 14 
国の責めに帰すべき事由によ

り債務不履行が生じた場合の

責任 
○  

予算案不通過、政策変更

等。 

   
15 

ＳＰＣの責めに帰すべき事由

により債務不履行が生じた場

合の責任 
 ○ 

 

  構成員・ 
協力会社等

リスク 
16 

維持管理・運営業務を委託

し、又は請け負わせる構成

員・協力会社等（それらが業

務を委託し、又は請け負わせ

るその他の第三者を含む。ま

た、それらの使用人を含

む。）の使用に係る責任 

 ○ 

構成員・協力会社等の責め

に帰すべき事由は、ＳＰＣ

の責めに帰すべき事由とみ

なす。なお、基本協定の当

事者となる構成員・協力会

社は、基本協定に定める責

任を負う。 
 不可抗力リスク 

17 

維持管理・運営業務における

不可抗力により生じた増加費

用又は損害（期間変更に伴う

費用、施設の損壊に伴う費

用、調査費用等を含む。） 

○ △ 

増加費用又は損害につい

て、当該年度の維持管理・

運営費の１％相当額までを

ＳＰＣが負担し、これを超

えた金額を国が負担する。 

数次にわたり不可抗力が発

生する場合、１年度間の累

計額に対して適用する。 

ただし、保険等によるてん

補がある場合は、増加費用

及び損害からこれを控除し

て上記を適用する。 

なお、本事業の継続に過分

の費用を要する場合は、契

約を解除できるものとす

る。 

 国の関連業務に関するリス

ク 
18 

国が中央合同庁舎第７号館に

関連して別途発注する業務に

おいて、国が使用する第三者

（その使用人を含む。）に係

る責任 

○  

 

  

19 

国が中央合同庁舎第７号館に

関連して別途発注する業務に

おいて、国が使用する第三者

（その使用人を含む。）と調

整を行う責任 

 ○ 

 

 知的財産権リスク 

20 

ＳＰＣが本事業を実施するに

当たり第三者の知的財産権等

を侵害し、又はＳＰＣが作成

した成果物等が第三者の知的

財産権等を侵害した場合に、

第三者に生じた損害の賠償 

 ○ 

ただし、当該侵害が、国の

指示に従ったことに起因す

る場合であっ て、ＳＰＣ

が合理的に必要十分な調査

を行った場合その他ＳＰＣ

の責めに帰すべき事由がな

い場合を除く。 
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段階 リスク項目 
リスクの 

種類 
番号 リスクの内容 

負担者 
備考 

国 ＳＰＣ 

 情報漏洩リスク 

21 

ＳＰＣが行う業務の遂行に伴

って生じた情報漏洩に関する

責任 
 ○ 

 

契約

前 
契約締結リスク 

22 

国の責めに帰すべき事由によ

り契約が締結できない、ある

いは締結が遅延することに起

因する増加費用 

○  

国の政策変更等（事業の取

りやめ、その他）等による

事業内容が変更したことで

生じたＳＰＣの増加費用も

含む。 

  

23 

ＳＰＣの責めに帰すべき事由

により契約が締結できない、

あるいは締結が遅延すること

に起因する増加費用 

 ○ 

  

  
24 

双方に帰責できない場合に関

する費用 
△ △ 

各々に生じた費用は各々が

負担することとする。 

維持

管理 
・ 
運営 

性能リスク 要求水準未

達リスク 

25 

要求水準の達成に疑義が生じ

た場合、又は要求水準を達成

しない、若しくは達成しない

おそれがあると判断された場

合の改善等のために生じた増

加費用 

 ○ 

 

   
26 

改善勧告に関わらずサービス

水準の回復の見込みがない場

合の責任 

 ○ 

 

  要求水準変

更等リスク 
27 

国の責めに帰すべき事由によ

る要求水準の変更（維持管

理・運営業務の内容、対象範

囲の変更指示等）による維持

管理・運営費の増加 

○  

なお、国の指示による要求

水準の変更により事業費が

減少する場合については、

減額するものとする。 

   
28 

No.27 以外の要因による維持管

理・運営費の増加  ○ 
不可抗力、物価変動等、他

のリスク分担の定めがある

場合を除く。 
   

29 

事業費の減額を目的とした要

求水準の変更又は維持管理・

運営業務遂行方法の採用が可

能であると認められた場合の

事業費の減額 
○ ○ 

国又はＳＰＣは、事業費の

減額を目的とした要求水準

の変更又は業務遂行方法の

採用が可能であると認める

ときに協議を行う。ただ

し、協議が調わない場合は

国が合理的な変更内容を定

める。 
 施設の契約不適合リスク 

30 

既存施設の種類又は品質に関

して契約不適合が見つかった

場合の責任 

○  

 

 施設損傷リスク 
31 

国の責めに帰すべき事由によ

る本施設の損傷を復旧するた

めの費用 

○  

保険等又は同等の措置を超

えるものは国が負担する。 

  
32 

ＳＰＣの責めに帰すべき事由

による本施設の損傷を復旧す

るための費用 

 ○ 

  

 福利厚生諸室運営業務に関

するリスク 
33 

福利厚生諸室運営業務を独立

採算で実施することに係る福

利厚生諸室運営業者の収入及

び費用の変動 

 ○ 

 

 経済リスク 物価変動 

リスク 
34 

賃金水準又は物価水準の変動

による維持管理・運営費等の

増加 
○ △ 

事業契約書で定める一定の

範囲を超えて、維持管理・

運営費、その他の費用に関

する物価変動があった場合
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段階 リスク項目 
リスクの 

種類 
番号 リスクの内容 

負担者 
備考 

国 ＳＰＣ 

には、事業契約書に定める

方法に基づいてＰＦＩ事業

費の変更を行う。 

 その他 開始遅延・

中止・中断

リスク 35 

国の責めに帰すべき事由によ

る維持管理・運営業務の全部

又は一部の開始遅延・中止・

中断に関する維持管理・運営

費の減額 

○  

未実施の維持管理・運営業

務相当分の対価については

支払わない。ただ し、国

はＳＰＣに生じた増加費用

を負担する。 

   

36 

ＳＰＣの責めに帰すべき事由

による維持管理・運営業務の

全部又は一部の開始遅延・中

止・中断に関する維持管理・

運営費の減額 

 ○ 

 

  支払遅延リ

スク 
37 

国のＳＰＣへの支払の遅延に

よる増加費用 
○  

国はＳＰＣに遅延利息を支

払う。 

   
38 

ＳＰＣの国への支払の遅延に

よる増加費用 
 ○ 

ＳＰＣは国に遅延利息を支

払う。 

 第三者損害リスク 

39 

国の責めに帰すべき事由によ

る維持管理・運営業務の実施

について第三者に及ぼした損

害に関すること 

○  

 

  

40 

ＳＰＣの責めに帰すべき事由

による維持管理・運営業務の

実施について第三者に及ぼし

た損害に関すること 

 ○ 

福利厚生業務におけるサー

ビスの提供に際して利用者

に生じた損害を含む。 

終了

時 
終了時の 
手続き関連

リスク 

原状回復 

41 

契約の終了時又は解除時に、

Ｓ ＰＣ（構成員・協力会社等

を含む。）が所有する設備・

備品その他の物件等を撤去す

るとともに、事業場所を維持

管理・運営業務に支障のない

状態に復旧する費用 

 ○ 

 

  施設の性能 
42 

事業期間終了時において確保

すべき施設の性能の未達  ○ 

事業者は事業終了時に要求

性能水準を満たしていれば

よいものとする。 

  終了手続き 
43 

事業の終了時の手続きに関す

る諸費用の発生及び事業会社

の精算に必要な費用 

 ○ 

 

  移行期間 
保全 

44 

契約解除通知時から維持管

理・運営業務引継ぎの完了の

時までの本施設の維持保全に

要する費用 

 ○ 

 

  移管手続 

45 

事業終了時の手続に関する諸

費用の発生及びＳＰＣの清算

に必要な費用の増加に関する

こと 

 ○ 

 

契約解除リスク 
46 

国の責めに帰すべき事由によ

る契約解除 
○  

 

 
47 

ＳＰＣの責めに帰すべき事由

による契約解除  ○ 

ＳＰＣは国に違約金を支払

い、違約金を超える損害を

賠償する。 

 

48 

不可抗力に起因する契約解除 

○ ○ 

国及びＳＰＣは事業契約の

定めに従い、増加費用又は

損害を負担する。 
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段階 リスク項目 
リスクの 

種類 
番号 リスクの内容 

負担者 
備考 

国 ＳＰＣ 

契約解除リスク 

49 

法令変更に起因する契約解除 

○ ○ 

国及びＳＰＣは事業契約の

定めに従い、増加費用又は

損害を負担する。 

 

※ リスク分担は現段階での案であり、実施方針への質問及び回答や国内部での検討を踏まえて調整を行った

後、入札公告の際に入札説明書とあわせて公表する事業契約書（案）により、リスク分担に関する条件を

明確化するものであることに留意すること。 


